






















山下治和

表4『金沢市高度情報化総合ビジョン』（1994年3月）に示された「情報システム」の体系

[1］都市機能の向上を、防災も配慮しつつめざすものとして
①地域防災情報システム（有線防災システムと無線防災システムの構築により、通信網の二重化を図る。）
②環境保全システム（関連情報の収集・データベース、情報解析・予測、情報提供というサブシステムから

成る。）

③都市交通管理システム（駐車場案内情報、新都市交通というサブシステムから成る。）
④都市管理システム（ビル管理、地域エネルギー管理、地域廃棄物管理、セキュリティ、駐車場案内誘導と

いうサブシステムから成る。）
⑤雪対策システム（消雪、除雪というサブシステムから成る。）
⑥都市総合地理システム（各部門保有の地図情報及び地図に係る数値情報を一元的に管理し、目的に応じて

地図、数値を編集・出力して、都市計画、施設管理、課税業務等に利用する。）
⑦コミュニティ放送システム（在日外国人の文化要求充足、災害時の情報提供等を目的とする小規模FM放送

。）

⑧パソコン通信市民サービス

[2］地域社会のコミュニケーションの活発化をめざすものとして
⑨カレッジ情報サービスシステム（不動産情報，アルバイト情報等の提供、学生同士の交流への援助等を行

う。）

⑩消費生活情報システム（消費者生活センターを設置し、これに生活情報提供サービスを任せる。）
⑪女性社会参加支援システム（求人求職情報の提供、職業能力の開発向上、勤労女性間のコミュニケーショ

ンネットワークの構築を目的とする。）
⑫街の景観・アメニティサービスシステム（内容は、施設端末を利用した都市情報の提供、ランドマークと

しての大型ディスプレイの設置、情報機器を媒体とした街のサイン・モニュメント・道案内表示。）
⑬市民総合ライフサービスシステム（公共機関端末と家庭・企業端末を直接結び、行政情報・生活情報を提

供する。）
⑭総合窓口サービスシステム
⑮開かれた行政情報システム（情報公開において、公開文書の登録目録検索システムを実現するとともに、

情報公開結果等をファクシミリで行う。）
⑯行政管理情報システム
⑰広域行政情報システム（全国市町村設置のコンピュータをネットワーク化し、窓口を統一することにより

、全国市町村にまたがる各種証明書の市民への交付を可能にする。）
⑱コミュニティ活動支援サービス（パソコン通信を利用した、ボランティアネットワーク、生涯学習システ

ム、シルバー人材ネットワークから成る。）

[3］産業を多面的に支援することをめざすものとして
⑲農林業情報システム（市‘県の農業関係機関と農業従事者とを結び、経営に有益な情報を提供する。）
⑳伝統産業情報システム（市役所のホストコンピュータに関連情報を登録し、各種の照会に応じる。）
⑳総合コンベンションシステム（コンベンションデータベース、テレビ会議、観光情報提供というサブシス

テムから成る。）

⑫市場情報処理システム（取引情報、配送処理、決裁、在庫管理等のサブシステムから成る。）
⑳マルチメディア支援システム（情報関連産業の誘致・育成を目的とし、関連情報の提供等を行う。）

[4］保健・医療・福祉の連携と向上をめざすものとして
⑳地域医療情報システム（救急医療情報、公立病院情報、在宅診察、医療関連情報、医療・診断情報交流

というサブシステムから成る。）

⑳保健所情報管理システム（健康情報、保健所施設情報というサブシステムから成る。）
⑳総合福祉情報システム（高齢者福祉情報、障害福祉情報、児童福祉情報というサブシステムから成る。）
⑰福祉活動支援情報システム（関連情報を市役所のホストコンピュータでデータベース化し、情報提供上の

迅速化を図る°）
⑳高齢者・障害者緊急対応システム（緊急対応センターを設置し、ここのホストコンピュータにおいて関連

情報をデータベース化する。）
⑳高齢者就業システム（シルバー人材センター、高年齢者職業相談というサブシステムから成る。）
⑳保険診療総合オンラインシステム（市（市国保等）、国保連、社保、共済等を相互にオンライン化し、資

格情報やレセプトデータの交換を行う。また、保険証をICカード化し、市民に交付する。）

[5］文化活動・生涯学習の向上をめざすものとして
⑪総合交流情報システム（外国語（多言語）インフォメーション、外国人向けサービス、国際交流ボランテ

ィア情報サービス、文化交流支援情報というサブシステムから成る。）
32伝統文化施設情報システム（文化財関連の情報システムと、（図書館・社会教育施設・文化施設間をネッ

トワーク化したうえでの）生涯学習・金沢文化研究への支援関連の情報システムから成る。）
33図書館情報システム（各種図書館をネットワーク化し、家庭からのアクセスも可能にする。）
34教育情報システム（学習情報、研修情報、教育機関情報というサブシステムから成る。）

35教育事務ネットワークシステム（学籍関係連絡業務、光熱水費等の通知業務、教材費の連絡業務、工費関
係連絡業務等の省力化を目的とする｡）

36生涯学習情報システム（関連情報をデータベース化して、静止画、動画、音声等で市民に提供する。将来
的には、在宅学習サブシステムを構築する｡）

註）『金沢市高度情報化総合ビジョン』により、筆者が作成した。その際、『ビジョン』の内容を要約すると
ともに、項目の表記の仕方を部分的に変更した。
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